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「平成28年度救急業務のあり方」に関する
検討会報告書

　消防庁救急企画室では、高齢化社会を背景として救急
需要が増大する一方、救急隊の増隊には限界があるため、
救急業務の安定的かつ持続的な提供、救命率の向上を目
的に「平成28年度救急業務のあり方に関する検討会」（座
長：山本保博 一般社団法人　救急振興財団会長）（以下

「検討会」という。）を開催しました。検討会では、救急
業務を取り巻く諸課題やその対応策について、有識者を
交えて３回にわたり検討を行いました。今回、平成29
年３月にまとめられた検討会報告書の概要について、御
紹介します。
　報告書全文については、消防庁ＨＰ（http://www.
fdma.go.jp/）に掲載しています。

(1)  救急安心センター事業（#7119）等の普及
　①　救急安心センター事業（#7119）の全国展開
　　 　救急安心センター事業（#7119）については、救

急ニーズの高い自治体を中心に、個別訪問を実施し、
事業の実施に向けて精力的に働きかけを行うととも
に、全国アンケート調査、実施団体との連絡会の開
催等を行った。

　　 　個別訪問の結果、宮城県、埼玉県及び神戸市が「平
成29年度実施予定」となり、広島市が平成30年度
以降に広島県西部及び山口県東部を対象として実施
を検討するなど、個別訪問は極めて有効な方法と考
えられる。そのため、来年度以降も、精力的に個別
訪問を実施して、救急安心センター事業（#7119）
の全国展開を加速させることが重要である。

　　 　また、本事業の消防面の効果としては、不急な救
急出動の抑制や潜在的な重症者の救護などの効果が
示されている。一方、医療面の効果としては、医療
費の適正化や医療機関側の負担軽減の効果が期待さ
れるため、これらについて定量的に分析する必要が
ある。

　　 　さらに、医学的な質の確保や相談員の確保など、
実施していく上で課題があることから、実際の運営
に携わっている者（自治体職員、医師及び看護師）
による、幅広いアドバイスができる体制の構築が必
要である。

　　 　現在実施している団体においても、相互の情報交
換により、運営の改善を促してしていくための連絡
会を、引き続き開催することが望ましい。

はじめに1

報告書の概要3

救急企画室

　平成29年３月に消防庁が公表した、平成28年中にお
ける全国の救急出動件数の速報値では、救急自動車によ
る救急出動件数は約621万件、搬送人員は約562万人で、
いずれも過去最多を更新しました。また、病院収容所要
時間（119番通報から病院等に収容するまでに要した時
間）についても年々増加しており、39.4分となりました。

検討会開催の背景と目的2

○救急車の適正利用の推進

Ⅰ.救急安心センター事業（＃７１１９）等の普及
・救急安心センター事業（＃７１１９）の全国展開
・転院搬送ガイドラインの策定の促進

Ⅱ.緊急度判定体系の普及（WG設置）
・緊急度判定体系の概念の普及
・緊急度判定支援ツールの普及
・更なる普及に向けた取組

Ⅲ.消防と関係他機関（福祉、民間等）との連携
・搬送困難事例（精神疾患関係）に対する効果的な取組
・高齢者福祉施設等との連携
・患者等搬送事業者との連携

Ⅳ.一般負傷の予防等についての効果的な普及啓発

・救急事故防止のためのリーフレットの作成

平成２８年度 救急業務のあり方に関する検討会 検討事項

高齢化の進展等を背景とする救急需要の増大や病院収容時間の延伸への対応、熊本地震での活動も踏まえた大規模
災害への対応など、救急を取り巻く諸課題への対応策について検討を行う。

WG設置

○その他の課題

○救急業務の円滑な活動及び質の向上

Ⅴ.救急業務に携わる職員等の教育
・通信指令員に対する救急に係る教育の充実
・応急手当WEB講習（e-ラーニング）の改訂
・救急活動プロトコルの検討
・平成２７年度救急蘇生ワーキンググループ
検討事項のフォローアップ
・指導救命士の認定者数の拡大に向けた取組

Ⅵ.大規模災害時等における救急業務の推進
・大規模災害時における救急業務のあり方
・多数傷病者発生事象への対応
・ドクターヘリとの効果的な連携

Ⅶ.「救急・救助の現況」の見直し
・救急搬送の必要性が低い件数の把握方法の検討

Ⅷ.その他
・救急隊の編成をより柔軟に行うための消防法施行令の改正
・救急業務に関するフォローアップ

【主要検討項目】

　また、熊本地震が発生し、緊急消防援助隊の派遣など
が行われました。
　そのような中、検討会では課題解決に向けて、図表の
ような検討項目を設定し、検討を行いました。（ＷＧ＝
ワーキンググループを開催し検討）

http://www.fdma.go.jp/
http://www.fdma.go.jp/
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医療機関
の案内

○病院に行った
方がいいの？

○救急車を呼ん
だ方がいの？

○応急手当はど
うしたらいいの？

住民
医師・看護師・相談員が相談に対応
・病気やけがの症状を把握

・緊急性、応急手当の方法、受診手段、
適切な医療機関などについて助言

相談内容に緊急性があった場合、直ち
に救急車を出動させる体制を構築

原則、２４時間３６５日体制

迅速な
救急車の
出動

緊急性の
高い症状

救急安心センター事業（♯7119）

緊急性の
低い症状

専用回線
（♯７１１９）

【救急安心センター事業（#7119）のイメージ図】

【全国版救急受診アプリの画面変遷図（イメージ）】

　　 　また、住民への効果的な周知方法等を図るため、
どのような広報手段が有効なのか分析していくこと
により、より認知度を高めていくことが重要である。

　②　転院搬送ガイドラインの策定の促進
　　 　転院搬送ガイドラインの策定について、検討又は

実施の予定がないと回答した県が９県あり、これら
の県において、転院搬送ガイドラインのような明確
なルールが定まっていない、救急出動件数の10％
を超える割合で転院搬送が行われているなどの実態
が判明した。

　　 　今後は、問題が顕在化していない都道府県におい
ても、転院搬送が一定の割合で行われていることに
鑑み、都道府県や地域メディカルコントロール協議
会において、医療側の理解を得ながら転院搬送ガイ
ドラインに基づいたルール作りを行っていく必要が
ある。

　　 　また、地域によって実情が異なるとしても、基本方
針の策定、地域の合意形成の支援など、都道府県が
一定の役割を果たしていく必要があると考えられる。

　　 　このため、消防庁において、継続的にフォローアッ
プ調査を行った上で、先行事例を紹介するなど、都
道府県及び地域メディカルコントロール協議会にお
ける、転院搬送ガイドラインを参考としたルール作
りを強く促していくことが必要である。

(2)  緊急度判定体系の普及
　①　緊急度判定体系の概念の普及
　　 　緊急度判定体系の概念を普及させるため、対象に

応じたコンテンツを作成した。
　　 　園児には、救急車の役割を伝えることを趣旨とし

た「紙芝居」を、小学生には、救急車の使い方につ
いて考えてもらうことを趣旨とした「短編アニメー
ション」を、中学生以上の成人には、緊急度判定体

系の概念や重要性を伝えることを趣旨とした「動画
（６分版・15秒版）」を、高齢者には、救急要請の
事例集を中心とした「小冊子」を、緊急度判定体系
の理念及び重要性について普及する立場である消防
職員、医療関係者等には、緊急度判定体系に関する
理解を深め、積極的な普及啓発の実施を支援するこ
とを趣旨とした「ガイドブック」を作成した。

　　 　これらのコンテンツを用いた効果的な情報発信方
法も示したところであり、消防本部等における積極
的な活用が望まれる。

　②　緊急度判定支援ツールの普及
　ア.　緊急度判定支援アプリ（全国仕様）の作成
　　 　住民の緊急度判定を支援するツールとして、緊急

度判定プロトコルVer.2（家庭自己判断）をもとに、
全国版救急受診アプリ「Ｑ助」を作成した。

　　 　厚生労働省の「医療情報ネット」や、全国ハイヤー・
タクシー連合会の「全国タクシーガイド」にリンク
しており、医療機関や受診手段の検索が容易となっ
ているほか、各地域でカスタマイズが可能となって
いることから、積極的な活用が望まれる。

　イ.�　高齢者版救急車利用リーフレット及び救急情報
シートの作成

　　 　救急車利用リーフレットについては、子ども版・
成人版に加えて、高齢者向けを新たに作成した。ま
た、個人の特性に合わせた緊急度判定を支援するた
め、「救急情報シート」を作成した。「救急情報シー
ト」は、救急要請する可能性が高い者（救急搬送者、
医療機関受診者、退院者等）をターゲットとして、
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個人の持病等に応じた緊急度、医療機関及び受診手
段の情報を効果的に提供できるツールになっている
ことから、医療機関と連携した積極的な活用が望ま
れる。

意識の障害 吐き気

けいれん 飲み込み

けが・やけど 事故

◎その他、いつもと違う場合、様子がおかしい場合◎
高齢者は自覚症状が出にくい場合もありますので注意しましょう。

高 齢 者顔 頭

おなか

手・足

胸や
背中

突然のこんな症状の時にはすぐ119番!!

※迷ったら「かかりつけ医」に相談しましょう！

● 顔半分が
 動きにくい、
 しびれる

● 突然の激しい頭痛

● 突然の高熱

● 突然の激痛

● 急な息切れ、呼吸困難

● 旅行などの後に
 痛み出した

● 痛む場所が移動する

● 突然の激しい腹痛

● 血を吐く

● 急にふらつき、
 立っていられない

● 笑うと口や顔の
 片方がゆがむ

● ろれつがまわりにくい

● 見える範囲が狭くなる

● 周りが二重に見える

● 突然のしびれ

● 突然、片方の腕や足に
 力が入らなくなる

● 意識がない（返事がない）又は
 おかしい（もうろうとしている）

● 冷や汗を伴うような強い吐き気

● 物をのどにつまらせた

● 交通事故や転落、転倒で
 強い衝撃を受けた

● けいれんが止まらない

● 大量の出血を伴うけが

● 広範囲のやけど

【救急車利用リーフレット（高齢者版）】

　ウ.�　緊急度判定プロトコルver. １及び救急受診ガイ
ド2014年版の改訂

　　 　緊急度判定プロトコルver. １について、救急医療
の専門医師による医学的観点から改訂を行った。ま
た、救急受診ガイド2014年版についても、緊急度
判定プロトコルver. ２（家庭自己判断）を基に、利
用者の意見を踏まえ改訂を行った。

　　 　各消防本部では、今後、上記のコンテンツ及びツー
ルを用いて、緊急度判定について住民に普及させる
とともに、特に、119番通報時又は救急現場において、
緊急度判定を実施していくことが望まれる。そのた
め、消防庁では、今後、119番通報時又は救急現場で、
救急搬送の要否について緊急度判定を既に実施して
緊急度判定体系の普及Ⅰ

３．各成果物の効果的な情報発信方法

「支援ツール」の渡し方 （アプリ、リーフレット、救急受診ガイド）

誰が 誰に 何を どうやって

民生委員

母親 リーフレット（子ども用）

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）
の訪問時や妊婦教室時等に手渡し

消防職員

生徒（子ども）の親
救急受診ガイド

＋
リーフレット

（子ども・成人・高齢者用）

講習会時等に手渡し ※

学校の教職員

講習会時や保護者会の後、PTA研修会等時に
手渡し ※

ケアマネ・訪問看護師 ケアプラン作成時や訪問看護後等に手渡し

医療関係者 患者 診察時、会計時、退院時等に手渡し ※

救命講習受講者
出前授業等の参加者

行政職員
（保健師等）

救急情報シート

マンション管理会社 マンション住民 全戸配布又はマンション内掲示板に掲示

市報等へ同封する行政職員 一般住民

住民へ配布する広報紙やチラシに
QRコードを掲載し、ダウンロードしてもらう

行政職員
消防職員

一般住民 救急受診アプリ

子育て支援センター センター訪問時に職員から手渡し

高齢者世帯、
一人暮らしの高齢者 救急受診ガイド（冊子）

リーフレット（高齢者用）

自治区・老人会

健診時等に手渡し ※

訪問時、集会時等に手渡し ※

介護職

※関心のある項目だけを選択して持ち帰ってもらうことも可能とする

【緊急度判定支援ツールの配布方法の例】

【秋田県における取組概要】

いる団体の取組内容、効果を把握するとともに、平
成24年度に実施した緊急度判定体系実証検証事業
の結果を踏まえながら、実際に運用可能な緊急度判
定ツールの開発、現場対応マニュアル（接遇、不搬
送時のアフターケア、記録の残し方等）の策定、消
防職員への教育等を検討していく必要がある。

(3)  消防と関係他機関（福祉、民間等）との連携
　①�　搬送困難事例（精神疾患関係）に対する効果的な
取組

　　 　秋田県では、精神疾患と身体症状の両方を有する
患者について、精神科を有する総合病院、身体症状
の診療をする一般病院又は精神科病院のうち、いず
れの病院に搬送するかの振り分けの基準を策定する
とともに、当該基準に照らした具体的な事例集を示
した上で、基準に基づく運用を開始した。その結果、
実施前後を比較すると、対象となる傷病者の病院照
会回数について４回以上の割合が減少し、最大照会
回数も減少するなど、一定の成果が上がっている。

　　 　大阪府では、精神科医師が電話コンサルを行う「夜
間・休日精神科合併症支援システム」の運用を開始
した。その結果、実施前後を比較すると、対象とな
る傷病者の病院照会回数について４回以上の割合が
減少し、最大照会回数も減少するなど、秋田県と同
様、一定の成果が上がっている。

　　 　厚生労働省と消防庁の双方から通知を発出したよ
うに、精神科や救急の医療関係者と消防関係者等の
さらなる連携強化を図り、実効性のある精神科救急
医療体制を確保していく必要がある。また、救急搬
送のルールを定める実施基準の策定についても、精
神科の関係者等の参画を推進していく必要がある。
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　②　高齢者福祉施設等との連携
　　 　アンケート調査の結果、４割程度の消防本部にお

いて、高齢者福祉施設における円滑な救急活動を実
現するための取組が行われている。また、先進的な
事例として、「神戸市消防局」、「東京消防庁」、「相
模原市」及び「八王子市（八高連）」の取組を紹介
した。

　　 　また、消防機関以外の救急救命士は、地域包括ケ
アシステムの中での活用が期待されていることか
ら、現役の救急救命士へのアンケート調査の結果な
どを踏まえると、ケアマネジャーの受験資格要件に
救急救命士を加えることが強く望まれる。

　　 　今後、高齢化に伴い施設からの要請が増加すると
予想されることから、円滑な救急活動を実施するた
めにも、既往症、かかりつけ医療機関等を記載した
情報収集シート等を活用し、消防機関、医療機関、
高齢者福祉施設等が連携した八高連のような先進的
な取組を周知し、全国各地における具体的な取組を
促していくことが必要である。

【地域包括ケアシステムと救急との関係性】

　③　患者等搬送事業者との連携
　　 　患者等搬送事業者は、年々増加しており、緊急性

のない傷病者の移動や転院搬送に活用されることが
期待されるが、消防機関との連携は十分に広がって
いない。

　　 　昨年度末に消防庁と厚生労働省の連名で発出した
通知では、緊急性の乏しい転院搬送の場合には、患
者等搬送事業者を活用することを促している。また、
イベント、病院移転等における患者等搬送事業者の
活用事例もあることから、有効な活用事例について
周知し、活用を促すことが必要である。

　　 　一方、患者等搬送事業者の更なる活用のためには、
消防本部がその実態を把握することが必要と考えら
れる。このため、消防庁の調査において、新たに患

者等搬送事業者の搬送実績を求めることが望ましい
が、その場合は、事業者の事務負担などについて留
意し、段階的に把握していくことが求められる。

(4)  一般負傷の予防等についての効果的な普及啓発
　 　救急統計を分析すると、一般負傷の年齢別に占める

高齢者の割合が6割以上と最多になっているほか、乳
幼児の事故種別に占める一般負傷の割合が26％と他
の世代に比べて高いことが判明した。

　 　このため、消防庁において、高齢者・乳幼児を対象
として、けが等のポイントをまとめたリーフレットを
作成した。消防本部においては、当該リーフレットを
活用して、一般負傷の予防につなげることが望ましい。

　 　また、全国の消防本部等が簡単に参考にできるよう、
救急車の適正利用に係る広報媒体の一覧や、関連する
取組についてのURLを消防庁のホームページにポー
タルサイトとして掲載し、住民への普及啓発を促すこ
とが望ましい。

※発生事例の多い順に番号をつけています。検　索救急 ポータルサイト
参考資料「東京消防庁救急搬送データからみる日常生活事故の実態」

▲ 救急お役立ちポータルサイト

こんな事故が多く起きています。

います
ぐ

確認!

はさむはさむ7位 おちるおちる2位

ぶつかるぶつかる5位

たべるたべる3位

きるきる8位ささるささる9位

1位 ころぶころぶ

ひっかけるひっかける4位

おぼれるおぼれる10位

やけどやけど6位

おうちはキケンがいっぱい

他にも危険な事例がたくさんあります。確認してみましょう。

▲ 救急お役立ち
　 ポータルサイト

こんな事故が多く起きています。

事故予防チェック!
実は多い
家の中にある
危険な場所

ぶつかる
家具、人、柱、ドアなど

4位転　倒
段差、玄関、廊下など

転　倒1位

窒　息
食物（餅・肉等）、薬等の包装など

窒　息3位転　落
階段、ベッド、脚立、椅子など

転　落2位

他にも危険な事例がたくさんあります。確認してみましょう。
※発生事例の多い順に番号をつけています。検　索救急 ポータルサイト
参考資料「東京消防庁救急搬送データからみる日常生活事故の実態」

【救急事故防止に係るリーフレット】

参考資料「東京消防庁救急搬送データからみる日常生活事故の実態」検　索救急 ポータルサイト※発生事例の多い順に番号をつけています。

事故の原因を知って
対策をしましょう!

転落防止の柵をつけたり、
踏み台になるものを置かない
ようにしましょう。

おちる
階段、窓、ベランダなど

ころぶ

少しの段差や濡れた床などで
転ぶ可能性があります。目を
離さないようにしましょう。

風呂場、段差、洗面所など

やけど
アイロン、熱い飲みものなど

ささる
ペン、歯ブラシ、ヘアピンなど

ブラインドの紐、水筒のストラップなど

たべる
たばこ、薬、電池など

ぶつかる
机の角、テーブルの角など

はさむ
窓、ドア、引きだしなど

きる
包丁、カミソリなど 風呂場の水、ビニールプールなど

ひっかける

手の届かないところに置き、
ひも付きのものは外して遊ば
せるようにしましょう。

飲み込めそうなものは、手の
届くところに置かないように
注意しましょう。

使用後はすぐに片づけて、
簡単に開けられない場所に
収納するようにしましょう。

危険と思われるところには、
鍵などをして開けられないよ
うにしましょう。

水深が浅くても溺れます。
少しの時間でも目を離さない
ように注意しましょう。

ささりやすいものは使用後に
片づけるなど、整理整頓を
心がけるようにしましょう。

角の部分はやわらかいもので
保護しておくなど、ぶつけても
いいように工夫しましょう。

やけどのおそれのあるものは
子供の手の届かないところへ
置くようにしましょう。

1位 2位 3位 4位

5位 6位

7位 8位 9位 10位おぼれる

転　倒 段差、玄関、廊下など

■ 段差につまずかないよう気をつけましょう

■ 転倒を防ぐために整理整頓を心がけましょう

■ 階段、廊下、玄関、浴室など滑り止め対策をしましょう

転　落
■ 階段などには手すりを配置しましょう

■ ベッドにも転落防止の柵をつけましょう

■ 脚立などを使用して作業をする時は補助者に支えてもらいましょう

3位窒　息
■ 細かく調理。ゆっくりよく噛むことで窒息予防

■ お茶などの水分を取りながら食事をしましょう

■ 急に話しかけて、あわてさせないように気をつけましょう

ぶつかる

事故の原因を知って対策をしましょう!
階段、ベッド、脚立、椅子など

食物（餅・肉等）、薬等の包装など 家具、人、柱、ドアなど

■ 慌てず、周りをよく見て行動しましょう

■ 通路などに物を置かないようにしましょう

■ 暗いところは十分な明るさを確保しましょう

1位

4位

2位

※発生事例の多い順に番号をつけています。
参考資料「東京消防庁救急搬送データからみる日常生活事故の実態」

● 事故防止にはご家族などの協力も大変重要です
● 熱中症対策には、早めの水分補給を心掛けましょう

事故を防ぐために

検　索救急 ポータルサイト

(5)  救急業務に携わる職員等の教育
　①　通信指令員に対する救急に係る教育の充実
　　 　口頭指導プロトコルが一部改訂され、通信指令員

の口頭指導の事後検証に対する地域メディカルコン
トロール協議会の関わりが明記されるなど、通信指
令員に対する救急に係る教育がますます重要になっ
ている。

　　 　このため、口頭指導の事後検証、シミュレーショ
ントレーニングその他の有効な通信指令員への教育
を行っている事例を紹介するとともに、「通信指令
員の救急に係る教育テキスト」についても改訂する
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こととした。

　②　応急手当WEB講習（e-ラーニング）の改訂
　　 　「JRC蘇生ガイドライン2015」の改訂により変更

のあった、通信指令員による心停止の認識及び口頭
指導の重要性、胸骨圧迫の手技（テンポ･深さ）な
どの主要項目について、「応急手当WEB講習（e-ラー
ニング）」の改訂を行うこととした。

　　 　また、システムやセキュリティ上の問題等により
活用が進んでいないため、e-ラーニングを消防庁
サーバで管理することとした。

　　 　応急手当の普及啓発において、e-ラーニングは重
要な教材であるため、今後も内容の見直しを行うと
ともに、消防本部に活用を促していく必要がある。

【一般市民向け　応急手当WEB講習（e-ラーニング）】

　③　救急活動プロトコルの検討
　　 　救急活動プロトコルにおいて、ガイドライン

2015の影響を受ける、「電気ショックと心肺蘇生の
優先順位」、「アドレナリン投与のタイミング」、「高
度な気道確保（成人）」、「小児における人工呼吸」、「救
命処置の質に焦点を当てたデブリーフィング（振返
り）」及び「機械的CPR装置」について、必要な検
討を行った。

　　 　地域メディカルコントロール協議会では、検討結
果を基に、各地域の実情に応じた救急活動プロトコ
ルを検討し、改訂する必要がある。消防庁において
は、地域メディカルコントロール協議会における検
討状況及び改訂状況について、フォローアップ調査
を行うことが必要である。

【ＪＲＣ蘇生ガイドライン】 電気ショックと心肺蘇生の優先順位

 一般市民が目撃したVF/無脈性VTによる心停止患者において、ショック前に90秒から

3分間のCPRを行うことを支持あるいは否定するエビデンスは十分でない。

0

G2010

G2015

 ECG モニターのない傷病者の心停止では、除細動器による解析の準備ができるまで

短時間のCPR を行い、適応があれば電気ショックを行うことを提案する。

（弱い推奨、低いエビデンス）

【ＪＲＣ蘇生ガイドライン】 アドレナリン投与のタイミング

 通常、アドレナリンは1回1mgを静脈内に投与し、3～5分間隔で追加投与する。

 心停止に対する薬剤はリズムチェックの後、可及的すみやかに実施する。

 VF/VTでは、少なくとも1回の電気ショック後にもVF/VTが持続している場合に投与する。

1

G2010

G2015

 アドレナリンは1回１mgを静脈内投与し、3～5分間隔で追加投与する。

 初期ECG 波形がショック非適応リズムの心停止において、アドレナリンを投与する場合は、

心停止後可能な限り速やかに投与することを提案する。（弱い推奨、低いエビデンス）

 初期ECG 波形がショック適応リズムの心停止における理想的なタイミングは患者自身や

状況の違いによって大きく異なる可能性がある。

【JRC蘇生ガイドライン】

　④�　平成27年度救急蘇生ワーキンググループ検討事
項のフォローアップ

　　 　「救命入門コース（45分コース）」を実施してい
る消防本部が30％にとどまるなど、普及が進んで
いないため、引き続きフォローアップ調査を行う必
要がある。

　　 　また、消防本部が行う応急手当の普及啓発活動の
取組状況には、地域によって差があることが判明した。
今後、応急手当講習の受講者数、応急手当の実施割
合などの地域差を分析した上で、効果的な取組を把
握して周知することにより、消防本部における応急手
当の普及啓発活動を推進することが必要である。

　⑤　指導救命士の認定者数の拡大に向けた取組
　　 　指導救命士の認定を開始している都道府県が増加

しているが、指導救命士の認定者数の増加に伴い、
指導救命士の質を確保することもあわせて重要であ
る。

　　 　指導救命士の活用事例として、都道府県メディカ
ルコントロール協議会単位では、消防学校などの教
育機関への講師派遣、消防本部単位では、病院実習
及びワークステーションでの指導計画の策定などの
取組が上がってきており、引き続き、全国の活用事
例を情報収集し、周知することにより、指導救命士
が活躍する場面を広げ、レベルの向上につなげるこ
とが重要である。今後、都道府県メディカルコント
ロール協議会や全国メディカルコントロール協議会
連絡会などにおいて、指導救命士の役割及び活用状
況について情報交換・発表の場面を設けることも、
有効な取組になるものと考えられる。

(6)　大規模災害時等における救急業務の推進
　①　大規模災害時における救急業務のあり方
　　 　大規模災害時に用いる「救急活動プロトコル」及

び「特定行為に関する指示要請」に関して、緊急消
防援助隊(救急部隊)として出動する際には、特段の
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指示がなければ平時と同じメディカルコントロール
体制としておき、そのことを各部隊の派遣元のメ
ディカルコントロール関係機関及び出動各隊間にお
いて共通認識としておくことが必要である。また、
受援側から指示体制等が指定されるまでは、特定行
為に関する指示要請等を、派遣元のメディカルコン
トロール協議会に所属する医師に行うこととしてお
くことが現実的と考えられる。

　　 　通信途絶時における特定行為の実施については、
大規模自然災害以外にも、局地的な災害における停
電時や、山間部、トンネルなどの環境的な要因によっ
て、医師の具体的な指示が得られない場合も考えら
れる。そのような場合に備え、通信手段の強靱化・
多様化を図るなどの必要な対策を行うべきである。
なお、東日本大震災及び熊本地震の際には、通信事
情等の問題から医師の具体的指示が得られない場合
についても、心肺機能停止状態の被災者等に対し医
師の具体的指示を必要とする救急救命処置を行うこ
とは、刑法第35条に規定する正当業務行為として
違法性が阻却され得るとの考えを示す事務連絡が発
出されている。ただし、そのような通信途絶時に傷
病者の切迫性から、救急救命士が医師の具体的な指
示なしに救急救命処置をやむを得ず実施する状況に
なった場合には、通信途絶の状況や、代替手段がな
かったこと、切迫性等について詳細に記録を残し、
環境的要因を考慮し、メディカルコントロール体制
の中で事後検証を受けることが不可欠である。

　　 　大規模災害時における情報共有のあり方として、
「緊急消防援助隊支援情報共有ツール」及び「広域
災害･救急医療情報システム」の活用が望まれる。

　　 　大規模災害発生時の初動対応については、「大規

模災害発生時における消防本部の効果的な初動活動
のあり方検討会報告書」（平成24年４月消防庁）を
受け通知されているとおり、各消防本部において取
り組まれていると考えられるが、熊本地震などの新
たな災害も発生しており、各消防本部における見直
し状況等についてフォローアップとして確認し、計
画に基づく訓練を促していく必要がある。

　②　多数傷病者発生事象への対応
　　 　NBC災害対策及びDMATの創設など、近年、消

防と医療を取り巻く環境は大きく変化していること
から、消防本部は、地域の実情を踏まえて、救急業
務計画を策定し、更新することが望ましい。これを
促すため、消防庁は、計画に盛り込むべき項目、計
画に基づく訓練の実施等を定めた指針を示すととも
に、消防本部における計画の見直し状況等について、
フォローアップしていく必要がある。

　　 　この指針には、「社会的関心が高い事案における
報道対応のあり方」、「複数の軽症者搬送、事故車両
の移動等における民間事業者等の活用」、「応援協定
等に基づいて複数の消防本部が対応した事例」など
も盛り込むことが望ましい。

　　 　「2020年東京オリンピック・パラリンピック競技
大会」などの大規模な国際的イベントにおける明確
な悪意を持った爆弾テロ等に備え、医学的に裏打さ
れた応急処置の実施要領、新たな資器材の使用方法
等について、救急隊員が知識及び技術を習得するこ
とが必要であり、消防庁においても、救急隊員標準
テキストを改訂するなど、環境整備に努めていくこ
とが必要である。また、救急隊が安全に活動できる
よう、警察・自衛隊などの関係機関と十分に連携す

る必要があり、実践的な訓練を定期的に行う
ことが重要である。
 
　③　ドクターヘリとの効果的な連携
　　 　ドクターヘリを要請する消防本部の８

割は、要請基準を持っているが、その多
くは見直しを行っていないこと、医師側
からはドクターヘリの積極的活用を求め
る声が多いことが判明した。

　　 　このため、通信指令員が速やかにドク
ターヘリ・消防防災ヘリを要請しやすい
よう、地域の実情に応じて、要請基準の
見直し等を行うことが望ましい。

項 目 熊本地震（4/14前震･4/16本震) 平成23年度救急業務のあり方に関する検討会報告書
（東日本大震災後の検討結果）

応需医療機関把握と病院選定 ・通常活動時と同様に医療機関への直接連絡
・都道府県･市町村の地域防災計画及び
医療救護マニュアル等での事前計画策定

通信の強靱化と情報共有 ・通信途絶の環境には至らなかった
・情報通信網やエリアから適切な手段を整備
・平時からの訓練実施

①緊急消防援助隊プロトコール ・派遣元消防本部のものを使用 ・派遣元消防本部のものを使用

②特定行為指示医の優先順位
・国立病院機構熊本医療センター
指示要請電話番号の周知あり

・被災地のMC医師
・派遣元消防本部の指定医

③通信途絶時の特定行為指示

【4/18事務連絡発出（厚労省見解）】
医師の具体的指示が得られない場合についても、心肺機能停止状態
の被災者等に対し、医師の具体的指示を必要とする救急救命処置を
行うことは、刑法第３５条に規定する正当業務行為として違法性が阻却
され得るものと考える。

○病院への搬送を優先する
・消防指令センターに医師を配置する
・指示病院に連絡員と無線機器を配置する
○状況に応じて、国が迅速に対応通知

災害対策本部等での連携

・災害対策本部へは、熊本市地域MC構成中核的医療機
関の医師が詰めて円滑な連携体制が取れた。
・応援部隊の特定行為指示体制等についても、MC協議
会・熊本県担当・熊本市消防局担当との平素の関係性から、
必要な調整が早期に実施され、伝達された。

・災害対策本部において、地域の医療資源を把握
する医師が医療班として入り、次の連絡・調整を行
う。
・トリアージの実施方法、搬送先医療機関、指示、
指導及び助言体制の早期方針決定と宣言

出動体制（医療チームとの連携） ・帯同型の出動は見られなかった ・緊急消防援助隊と帯同する医療チームを指定

「緊急消防援助
隊動態情報シス
テム」を活用し、
指揮支援部隊長
から各府県大隊
指揮隊等に対し
て伝達されている。

【平成28年熊本地震における対応状況と平成23年度（東日本大震災後）検討会結果との比較】
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　　 　また、大規模災害時には、防災基本計画に基づき、
都道府県災害対策本部内の航空運用調整班におい
て、消防、DMAT調整本部（ドクターヘリ）、自衛隊、
警察、海上保安庁等が、活動エリア、任務等につい
て調整し、それぞれが連携していくことが重要であ
る。

(7)  「救急・救助の現況」の見直し
　 　救急搬送の必要性が低い件数の集計方法及び不搬送

理由の定義については、素案を示したものの、救急活
動の実態に即しているかなど、議論を深めるべき問題
があることから、引き続き検討する必要がある。

　 　また、救急隊とドクターヘリの連携件数など、これ
まで十分に活用されていないデータについては、その
原因を明らかにし改善した上で、できるだけ公表し、
活用する方向で見直すこととした。

　 　データ提供内容の拡充を検討した中では、より専門
的かつ多角的な視点から研究を行ってもらうために、
より詳細なデータを提供することとした。

　 　救急に関しては、全国の救急隊員の協力により、継
続的に貴重なデータが収集されていることから、たえ
ず調査の改善を行いながら、適切な分析を行い、エビ
デンスを明確に示して、救急業務を向上させるための
具体的な施策につなげていくことが重要である。

(8)  その他
　①�� �救急隊の編成をより柔軟に行うための消防法施行
令の改正

　　 　救急業務の空白地域を解消し、発生を防止するた
め、閣議決定（平成27年12月）に基づき、過疎地
域や離島においては、平成29年４月１日から、２
人以上の救急隊員と１人以上の准救急隊員をもって
救急隊を編成することを可能とする消防法施行令の
改正を行った。

　　 　准救急隊員は救急業務に関する基礎的な講習の課
程を修了した常勤の消防職員とすることとしてお
り、当該講習については、昨年度の本検討会におけ
る結論のとおり92時間以上の講習としている。

　平成28年度の検討会において、救急業務の諸課題に
ついて検討し提言がまとめられました。これを受け、消
防庁では、「JRC蘇生ガイドライン2015に基づく救急活
動プロトコルについて」、「大規模災害時等の通信途絶に
おける救急救命処置の実施について」などの通知等を発
出し、各都道府県、消防本部における取組みを促してい
るところです。
　各都道府県、消防本部においては、本報告書及び通知
等を参考に、救急救命体制の確立に努めていただきたい
と考えています。
　急速に進展する高齢化の問題をはじめ、救急業務を取
り巻く様々な課題は多様化しており、消防庁において、
引き続き諸問題の解決のため検討会を続けていきます。

まとめ4

　②　救急業務に関するフォローアップ
　　 　救急安心センター事業の実施状況、転院搬送ガイ

ドラインの策定状況など、救急業務の取組状況は地
域によって差が生じている。

　　 　このため、消防庁において、救急業務にかかる毎
年度の重点課題を設定した上で、都道府県の担当部
局とともに、全国の消防本部を個別訪問して必要な
助言を行い、救急業務の全国的なレベルアップを
図っていくことが必要である。　


